
沼津市新型コロナウイルス感染拡大防止協力金（営業時間短縮要請）に係る質疑応答集 

８月６日更新 

１ 対象となる要件等について 

問１ 

この協力金を受けるのは誰か。 

【問９参照】 

今回の「営業時間の短縮要請」により、要請を受けた施設を運営する事業者（大企業を

含む）及び個人事業主が、感染防止対策の業種別のガイドラインを遵守した上で、営業時

間の短縮等を行った場合に交付されます。 

農業法人、ＮＰＯ法人や社会福祉法人等（公益・一般・社団・財団法人・協同組合）も

対象です。 

問２ 

「営業時間の短縮要請」の対象施設と

なる「飲食店」とはどのようなものか。 

食品衛生法第 55 条に基づく「飲食店営業許可」または「喫茶店営業許可」を受け、日本

標準産業分類「76 飲食店」に該当する、令和３年７月 26 日時点で営業の実態がある店舗を

言います。 

ただし、以下の店舗は除きます。 

・イートインコーナーを持つコンビニエンスストア、スーパーマーケット 

・持ち帰り専門店、デリバリー専門店 

・冠婚葬祭施設 

・漫画喫茶、ネットカフェ 

・宿泊施設での食堂（宿泊者のみに飲食を提供する場合） 

 

なお、その場所での飲食と併せて持ち帰りや配達サービスを行っている事業所も「飲食

店」に該当します。 

問３ 

具体的には何日の何時から何時まで

が営業時間の短縮要請となるのか。 

令和３年７月 28 日（水）から８月 10 日（火）７日（土）までの期間、各日午後８時か

ら翌日午前５時について営業を休止して頂くよう要請しています。 

また、酒類の提供は各日午後７時から翌日午前５時まで取り止めるよう要請しています。 

※最終日は８月８日（日）午前０時まで 



問４ 

本社は要請区域外だが、店舗が要請区

域内にある場合、協力金の対象となる

か。 

要請区域内（沼津市内）に「店舗」があれば対象となります。 

問５ 

営業時間の短縮要請（午後８時から翌

日午前５時）の時間帯だけ営業を休止

すればよいのか。酒類の提供はどのよ

うに考えればよいのか。【問 11 参照】 

協力金は、午後８時から翌日午前５時まで飲食店の営業を行わないことが協力金対象の

条件となりますが、酒類の提供は午後７時までにしていただくよう併せてお願いします。 

なお、午後７時までにオーダーした酒類を、営業時間終了の午後８時まで飲酒すること

については問題ありませんが、午後８時までにお客様には退店いただき、閉店する必要が

あります。 

問６ 

複数の店舗を持つ事業者は、全店舗の

営業時間を短縮する必要があるのか。 

要請区域内にある全ての店舗の営業時間の短縮要請に協力をお願いします。 

店舗Ａ（飲食店）が要請対象、店舗Ｂが要請対象外の業種である場合、営業時間の短縮

は店舗Ａのみで構いません。 

複数店舗を経営している事業者に対しては、事業規模及び店舗数等に応じ協力金が支給

されますので、申請書は１枚にまとめても、写真等の証拠書類等は全て準備してください。 

問７ 

欠 番 
 



問８ 

「中小企業」とはどんな企業か。 

中小企業基本法では「中小企業」を以下のとおり定義しております。主たる業が「飲食

店」の場合、業種分類は「小売業」となります。 

業種 
中小企業者の要件（下記のいずれかを満たすこと） 

資本金の額又は出資の総額 常時使用する従業員の数 

①製造業、建設業、運輸業 

 その他の業種（②～④を除く） 
３億円以下 300 人以下 

②卸売業 １億円以下 100 人以下 

③サービス業 5,000 万円以下 100 人以下 

④小売業 5,000 万円以下 50 人以下 

※なお、中小企業関連立法においては、上表以外の定義付けがされている場合があります

が、今回の協力金については上表の要件で対象を決定しています。 

問９ 

今回対象となる法人の考え方につい

て。 

今回の協力金は、問１にもあるとおり下記の法人も対象とします。 

今回対象となる法人 判断基準 

社会福祉法人 

資本金の概念がある法人については「問８の回答中の表」

を参照します。 

資本金の概念がない法人種別については、「常時使用する従

業員の数」のみで判断してください。 

医療法人 

特定非営利活動法人 

一般社団・財団法人 

公益社団・財団法人 

学校法人・宗教法人 
 

問 10 

指定管理者は協力金を申請できるか。 

指定管理者であることによって協力金の申請対象外となることはなく、要件を満たせば

対象となりますが、管理を委託している市町等に協力金の受領が問題とならないか確認し

て下さい。 



問 11 

営業時間の短縮とはどのような状態

をいうのか。 

店舗の営業を休止し、店内に利用客のいない状態を指します。注文の受付を停止（オー

ダーストップ）しただけでは休止には該当せず、協力金の対象とはなりません。 

問 12 

午後８時から翌日午前５時までの営 

業休止中にスタッフが作業を行って

もよいか。 

問題ありません。 

問 13 

要請対象の飲食店とあわせ、それ以外

の施設を同一建物内で運営している

場合、飲食店のみ営業時間の短縮を行

えばよいか。 

そのとおりです。 

問 14 

酒類を提供していない飲食店だが協

力金の対象となるか。 

午後８時から翌日午前５時まで飲食店の営業を行わないことを確認できれば、協力金対

象となります。 

問 15 

業種別のガイドラインを遵守してい

るが、ステッカー等の配布がなく掲示

していない。協力金を申請できるか。 

業種別ガイドラインを遵守しており、その状況が確認できる資料の提出があれば、申請

が可能です。提出する資料の具体的な例は以下です。 

①「ふじのくに安全・安心認証（飲食店）制度」の認証を受けていることがわかるもの（申

請中の場合は、申請中であることがわかる申請書の写し等） 

②既に取得済みの業界団体が定める認証を受けていることがわかるもの 

・一般社団法人静岡県食品衛生協会の対策実施店ステッカー 

・NPO法人沼津観光協会のPROJECT CCC NUMAZUのステッカー 

・各生活衛生同業組合と公益財団法人全国生活衛生営業指導センターによる新型コロナウ

イルス感染防止対策取組店の証書 

・GoToEatキャンペーン加盟店ステッカー・ポスター    等 



問 16 

営業時間の短縮要請がある前から自

ら進んで休業をしていた。協力金の対

象となるか。 

対象となります。 

ただし、令和３年４月１日以降に営業実態が全くない場合、対象となりません。 

問 16-２ 

営業時間の短縮要請がある前から自

ら進んで短縮営業をしていた。協力金

の対象となるか？ 

営業時間の短縮要請がある前から自ら進んで休業や営業時間の短縮を実施していた場

合、協力金の対象となります。（令和３年４月以降に営業実態が全くない場合は対象となり

ません） 

ただし、通常の営業時間が午後８時までであれば営業時間の短縮要請の対象ではないた

め、正規の営業時間が午後８時以降までであることを客観的に確認できる書類等の提出が

必要です。 

問 17 

通常の営業時間が、午後８時までの店

舗である。協力金の対象となるか。 

営業時間の短縮要請の対象ではないため、協力金の対象となりませんが、酒類の提供

は午後７時までにしていただくようお願いします。 

問 18 

営業時間の短縮要請には応じるが、そ

の時間帯（午後８時から翌日午前５時

まで）に、テイクアウトやデリバリー

のみ営業をする場合、協力金の対象と

なるか。 

協力金の対象となります。 



 

２ 営業時間短縮の期間について 

問 19 

要請に協力した日数の１日は、どのよ

うにカウントするか。 

午後８時から翌日午前５時まで、営業時間の短縮をした場合、「１日」としてカウントし

ます。 

ただし、最終日においては８月８日（日）午前０時までとなります。 

問 20 

営業時間短縮への対応について、７月

28 日に間に合わないが協力金の対象

となるか。 

原則は、７月28日（水）から営業時間の短縮をお願いします。ただし、業種別ガイドラ

インの遵守への対応等の準備時間がかかり７月28日（水）までに間に合わなくとも、7月30

日から8月10日まで連続して営業時間の短縮を実施すれば、協力金の支給対象となります。 

なお、その場合は7月28日、29日の２日分の協力金は受け取ることができません。 

問 21 

営業時間の短縮要請最終日だけ通常

の営業をしたいが協力金の対象とな

るか。（例：８月７日午後５時～11 時） 

最終日を含んだ連続した期間、営業時間の短縮をする必要があります。最終日に通常の

営業をした場合は、協力金の支給対象ではありません。（８月 11 日午前５時７日午前０時

まで営業時間を短縮する必要があります。） 

 



３ 申請書類について 

問 22 

申請先はどこか。 
沼津市商工振興課が申請窓口となります。郵送により申請をお願いします。 

問 23 

確定申告書の写しはどういったもの

なら良いか。 

直近（令和２年分）の税務署の受付印がある確定申告書該当ページの写し、又は直近の

電子申請（e-tax）で提出した場合は、申告データ及び受信通知のデータの写し２点をお願

いします。 

詳細は「沼津市新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金（営業時間短縮要請）申請要

項」に記載の「申請書類について」ページを参照ください。 

問 24 

法人設立後決算期や申告時期を迎え

ておらず、まだ確定申告書の作成がな

い場合はどうすれば良いか。 

税務署へ提出した法人設立届の写し、個人事業の開業届出書の写し及び直近の月末締め

経理帳簿の写しを添付するなど、令和３年７月 26 日（月）時点での営業実態がわかる資料

を添付してください。 

問 25 

税務署に開業届は提出済みだが、紛失 

した場合はどうすれば良いか。 

管轄の税務署にて、「保有個人情報開示請求」により、開業届けの写しの交付を受け提出

してください。 

問 26 

確定申告の申告時期未到来の個人事

業主で、開業届を提出していない場合

はどうすれば良いか。 

管轄の税務署に開業届を提出したうえで、申請書に添付してください。 

問 27 

経理帳簿とは何か。 

月末締めの売上台帳、仕入帳簿や現金出納帳など営業活動を行っていることが客観的に

分かる書類の写しが考えられますが、個々の事業者の営業実態を確認して判断します。 



問 28 

営業時間の短縮の状況が分かる書類

とは何か。 

平常時の営業時間、定休日が分かる屋外広告物等の写真と、要請後に掲示した屋外広告

物の写真やホームページ等、今回の要請に応じたことが分かる資料を添付して下さい。 

なお、撮影する際には、営業時間を短縮する店舗の名称や営業時間短縮の状況等（「当面

の間営業時間を短縮します」ではなく、変更前後の営業時間、その期間を明示する）が分

かるよう工夫してください。 

複数店舗が要請対象となっている場合、対象の店舗が営業時間短縮をしていることが分

かる書類を店舗ごと用意してください。 

問 29 

納税者が夫で、飲食店の営業許可の名

義が妻だが、どちらで申請するのか。 

納税者（夫）が申請してください。 

なお、申請書に営業許可の名義人（妻）との関係（生計同一である旨）を記載してくだ

さい。 

問 30 

確定申告書を紛失してしまったが、 

どのように申請すれば良いか。 

税理士や税務署に相談してください。税務署で申請すれば過去に提出した確定申告書を

閲覧できます。撮影した写真を協力金の申請書に添付いただくことができます。（判読が可

能であることを御確認ください。） 

 



４ 協力金額の計算方法について 

問 31 

申請書のうち「①過年度売上高」の計

算方法は。 

前年度又は前々年度７・８月の飲食部門における１日当たりの売上高は次の①「過年度 

売上高」の計算方法により算出された金額です。 

 ①「過年度売上高」＝「令和２年(又は令和元年)７・８月の合計飲食業売上高」÷62 

又は 

         ＝「令和２年(又は令和元年)7/28～8/107の合計飲食業売上高」÷1411 

ただし、１円未満の端数は切り上げます。 

なお、売上高については、飲食業における売上高であって、消費税及び地方消費税を除

きます。 

問 32 

前年度又は前々年度の７・８月に定休

日があるが、過年度売上高を計算する

ときに、62 日で割らなければならな

いか。 

売上高を計算するときは、定休日の有無にかかわらず、62 で割って計算します。 

（７月 28 日～８月 10７日で算出する場合も同様に、定休日の有無にかかわらず、1411 で

割って計算します。） 

問 33 

前年度又は前々年度の７・８月の売上

高については、どちらの売上高を「①

過年度売上高」に記入したらよいか。 

申請者の判断により、前年度７・８月の売上高を記入しても、前々年度７・８月の売上

高を記入しても構いません。 

（７月 28 日～８月 10７日で算出する場合も同様に、申請者の判断により、前年度又は前々

年度の売上高を記入してください。） 

問 34 

店舗が令和２年９月以降に新規オー

プンしたため、前年度及び前々年度

７・８月のいずれも売上高がない場

合、どのように「①過年度売上高」に

記入するか。 

開店日から令和３年３月 31 日までの飲食業売上高の合計金額を当該期間の日数（定休日

を含む。）で除した金額を記入してください。 

なお、添付書類として、開店日以降全ての月の売上台帳等の写しを添付する必要があり

ます。 



問 35 

店舗が令和３年４月以降に新規オー

プンしたため、問 31 や問 34 の例で計

算をすると「０円」となってします。

どのように「①過年度売上高」に記入

すればよいか。 

開店からの期間があまりに短いことから、適切に過去の売上高が把握できないと判断さ

れるため、「①過年度売上高」の欄は「０円」となります。 

このため、令和３年４月以降に新規オープンした店舗については、 

・中小企業及び個人事業主の場合、協力金額＝「25,000 円」×「協力日数」 

・大企業の場合、協力金額＝０円（支給対象となりません。） 

のとおり算定されます。 

問 36 

申請書のうち「②要請中売上高」の計

算方法は。 

営業時間短縮要請期間中（7/28～8/107）の飲食業売上高の合計金額を 1411（日）で除し

た金額（合計金額÷1411）を記入してください。 

ただし、１円未満の端数は切り上げます。 

なお、売上高については飲食業における売上高であって、消費税及び地方消費税を除き

ます。 

問 37 

営業時間の短縮に協力した期間が、

7/29 又は 7/30 からであるが、当年度

売上高を計算するときに、7/28 の売

上高も合計して 1411 日で割らなけれ

ばならないか。 

そのとおりです。 

協力日数に関わらず、7/28 から 8/10７までの全期間の飲食業売上高合計金額を 1411 で

割って計算をしてください。 

問 38 

「③売上減少額」の計算方法は。 

「①過年度売上高」から「②要請中売上高」を引いた金額（①－②）を記入してくださ

い。 

問 39 

大企業の場合であって、過年度の売上

高よりも営業時間短縮要請期間中の

売上高の方が高く、「③売上減少額」

がゼロ（マイナス）となってしまう場

合、協力金の支給の対象となるか。 

大企業の場合は、過年度売上高にかかわらず、「③売上減少額×0.4」により算出された

金額に協力日数を掛けた金額が協力金となります。（※ただし、上限額あり。） 

そのため、「③売上減少額」がゼロ（マイナス）の場合は、協力金の支給の対象となりま

せん。 



問 40 

「④基礎額」の記入方法は。 

次の「④Ⅰ」から「④Ⅴ」までの区分に応じて記入してください。 

＜中小企業・個人事業主の場合＞ 

④Ⅰ 「①≦83,333 円」のとき･･･「25,000 円」 

④Ⅱ 「83,334 円≦①≦250,000 円」のとき･･･「①×0.3 円」 ※千円未満切上げ 

④Ⅲ 「250,001 円≦①」のとき、かつ、「③≦187,500 円」のとき･･･「75,000 円」 

④Ⅳ 「250,001 円≦①」のとき、かつ、「187,501 円≦③」のとき･･･「③×0.4 円」 

※千円未満切上げ 

＜大企業の場合＞ 

 ④Ⅴ ･･･「③×0.4 円」 ※千円未満切上げ 

問 41 

「⑤協力日数」の記載方法について。 

店舗ごと営業時間短縮要請に応じた期間にチェックしてください。 

なお、７月 31 日（土）から営業時間の短縮を実施しても、協力金の対象となりません。 

問 42 

「⑥上限額」の記入方法は。 

上限額は、売上高減少に応じて協力金を算定する場合に適用されます。 

「20 万円」又は「①×0.3 円」（※千円未満切上げ）のうち、いずれか低い額を記入して

ください。 

なお、問 40 の④Ⅰに該当する場合は、「25,000 円」となります。 

問 43 

「⑦協力金」の計算方法は。 

（「④基礎額」又は「⑥上限額」のうちいずれが低い額）×⑤「協力日数」により算出さ

れた金額が協力金となります。 



５ その他 

 

 

問 44 

協力金が給付されるのに先立ち、何か

連絡はあるのか。 

審査終了後、交付決定通知又は交付決定を行わない旨の通知を送付します。 

問 45 

協力金に関する税金（課税）の扱いに

ついて教えて欲しい。 

税金（所得税や法人税等）に関してご不明な点等ございましたら、所轄の税務署へお問

い合わせください。 

問 46 

時短営業要請は何に基づくものか。 
新型インフルエンザ等対策特別措置法第 24 条第９項に基づき要請をしています。 

問 47 

この協力金の交付を受けると、経済産

業省の実施する月次支援金の給付は、

受けられるのか。 

今回の対象施設は、月次支援金７月分・８月分の申請対象外となります。また、時短営

業協力を実施しない場合も対象施設は月次支援金申請できません。 

 

【参考】経済産業省月次支援金 HP： 

https://www.meti.go.jp/covid-19/getsuji_shien/index.html 

https://www.meti.go.jp/covid-19/getsuji_shien/index.html

